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（趣旨） 

第１条 この要綱は，既存住宅の省エネルギー性能の向上を促進し，家庭部門のエネルギー使

用量を削減することを目的として行う，京都市既存住宅省エネリフォーム支援補助金（以下

「補助金」という。）の交付等に関し，京都市補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」

という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもののほか，必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 住宅 一戸建ての住宅，長屋建ての住宅又は共同住宅の住戸部分（居住の用に供する部

分以外の部分の床面積の合計が延べ面積の２分の１以上であるものを除く。）をいう。 

⑵ 基本工事 別表１対象工事の欄に掲げる工事に応じ，同表工事要件の欄に掲げる要件に

適合する工事をいう。ただし，工事箇所については，居住の用に供する部分とする。 

⑶ オプション工事 基本工事と同時に行う改修工事のうち，別表２対象工事の欄に掲げる

工事に応じ，同表工事要件の欄に掲げる要件に適合する工事をいう。ただし，工事箇所に

ついては，居住の用に供する部分とする。 

⑷ 補助事業 条例第１２条第１項の規定による通知（以下「交付決定通知」という。）を受

けて，当該交付決定通知に係る工事の請負契約を結ぶこと及び当該工事を行うことをいう。 

⑸ 下請契約 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）を他の者か

ら請け負った建設業を営む者と他の建設業を営む者との間で当該補助対象工事の全部又は

一部について締結される請負契約をいう。 

⑹ 元請負人 下請契約における注文者で建設業法第２条第３項に規定する建設業者である

ものをいう。 

⑺ 下請負人 下請契約における請負人をいう。 

⑻ 管理組合 マンションの管理の適正化の推進に関する法律第２条第３号に規定する管理

組合をいう。 

（補助対象住宅） 



第３条 補助金の交付の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は，次の各号に掲げ

る基準のいずれにも適合するものとする。 

⑴ 本市の区域内に存する住宅であること。 

⑵ 現に居住の用に供している住宅又は補助事業の完了後速やかに居住の用に供する住宅で

あること。 

⑶ 補助事業を実施する箇所について，この要綱に基づく補助金の交付又は国若しくは地方

公共団体から省エネ改修に関する同種類似の補助金の交付を受けていない住宅であること。 

⑷ 国，地方公共団体その他公的な機関が所有する住宅でないこと。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は，補助対象住宅の所有者（補助対象住宅を所有する予

定の者を含む。）又は居住者（補助対象住宅に居住する予定の者を含む。）で，補助事業を実

施しようとする者とする。 

（関係権利者の同意） 

第５条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）が補助対象住宅を所

有する予定の者である場合は，申請者は，補助事業の実施について当該補助対象住宅の現在

の所有者の同意を得なければならない。 

２ 申請者が補助対象住宅の居住者である場合は，申請者は，補助事業の実施について当該補

助対象住宅の所有者の同意を得なければならない。 

３ 補助対象住宅が賃貸住宅である場合は，申請者は，補助事業の実施について当該補助対象

住宅の賃貸人及び賃借人の全員の同意を得なければならない。 

４ 補助対象住宅が複数の者の共有に属する場合は，申請者は，共有者の全員の同意を得なけ

ればならない。 

５ 前各項の同意が得られない特別の事情がある場合において，市長がやむを得ないと認める

ときは，前各項の規定は，適用しない。 
（補助対象工事） 

第６条 補助対象工事は，基本工事及びオプション工事に該当するものとする。ただし，国の

グリーン住宅ポイントによる環境対応等住宅需要喚起対策事業実施中は，別表１及び別表２

の対象工事欄に掲げる工事のうち，「開口部の断熱改修」，「ドアの断熱改修」，「外壁への断熱

材設置」，「屋根への断熱材設置」，「天井への断熱材設置」，「床への断熱材設置」，「高断熱浴

槽の設置」，「内装の左官工事」及び「浴室の断熱改修」は補助対象工事に含まない。 

（工事施工者の要件） 

第７条 補助対象工事を施工する者（元請負人又は下請負人を含む。以下「工事施工者」とい

う。）は，本市の区域内に本店又は主たる事務所を置いている者（個人の事業者を含む。）で

なければならない。 

（補助対象費用） 

第８条 補助金の交付の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は，補助対象工事に

要する費用（消費税を除く。）とする。 

（補助金の額） 

第９条 補助金の交付額は，次の各号の合計額とする。 

⑴ 基本工事を行う場合 別表１の対象工事欄に掲げる工事に応じ，同表補助金額欄に掲げ



る金額の合計額 

⑵ オプション工事を行う場合 １住戸あたり前号の補助金額を上限として，別表２の対象

工事欄に掲げる工事に応じ，同表補助金額欄に掲げる金額の合計額 

（補助金の限度額） 

第１０条 前条に定める補助金の額は，次の各号のいずれか低い額を限度とする。 

 ⑴ 補助対象費用 

 ⑵ 同一住宅につき５０万円。ただし，過去にこの要綱に基づく補助金を受けた住宅につい

ては，５０万円からその補助金額を除いた額とする。 

⑶ 同一申請者につき５０万円。ただし，過去にこの要綱に基づく補助金を受けた者につい

ては，５０万円からその補助金額を除いた額とする。（申請者が管理組合の場合を除く。） 

（交付申請） 

第１１条 申請者は，補助事業の着手前に，条例第９条の規定による申請について，交付申請

書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて，当該年度の３月１日までに市長に提出

しなければならない。 

⑴ 補助対象工事に係る下請負人リスト（第７条の規定に適合する工事施工者が下請負人の

みである場合に限る。） 

⑵ 補助金額算出書（第２号様式） 

⑶ 付近見取図 

⑷ 申請者が第４条の規定に適合することを証する書類（交付申請時において３箇月以内に

証明されたものに限る。） 

⑸ 補助事業に要する費用の見積書 

⑹ 補助事業の計画図面（施工箇所，施工内容がわかるもの。） 

⑺ 補助事業の着手前の状況を示す住宅の全景写真（居住の用のみに供する住宅を除く。） 

⑻ 使用する材料等が，本市が指定する性能を備えることがわかる書類（製品の省エネ性能

等が記されたカタログの写し等。ただし，使用する材料等が，本市が性能を確認済みのも

のである場合を除く。） 

⑼ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は，交付申請書を受理した日から３０日以内に条例第１０条第１項の規定による補助

金の交付及び交付予定額を決定し，その旨を申請者に通知するものとする。ただし，同期間

内に決定ができない合理的な理由があるときは，当該期間を延長することができる。 

３ 前項の通知を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は，当該通知を受けた日（以下

「交付決定通知日」という。）から補助事業に着手することができる。 

（補助事業の履行期間） 

第１２条 補助事業者は，原則として，交付決定通知日の属する年度の３月１５日までに補助

事業を完了し，実績の報告を行わなければならない。 

（補助事業の内容変更，中止等の報告） 

第１３条 補助事業者は，条例第１１条第 1 項第１号の規定による補助事業の内容又は経費の

配分の変更をしようとするときは，速やかに変更承認申請書（第３号様式）により市長に変

更の申請をしなければならない。ただし，次の各号に掲げる軽微な変更の場合は，この限り

でない。 



⑴ 別表１及び別表２の対象工事欄に掲げる種別及び区分に変更を生じない工事内容の変更 

⑵ 補助事業者の住所の変更 

⑶ 工事施工者の変更 

⑷ その他市長が認めるもの 

２ 補助事業者は，条例第１１条第 1 項第２号の規定による補助事業を中止又は廃止しようと

するときは，補助事業中止・廃止届出書（第４号様式）により，速やかにその旨を市長に届

け出なければならない。 

３ 市長は，第１項又は前項の規定による申請又は届出があった場合において，当該申請又は

届出の内容を認める場合は，その旨を申請者に通知する。 

（実績の報告） 

第１４条 補助事業者は，補助事業が完了したときは，実績報告書（第５号様式）に次の各号

に掲げる書類を添えて，速やかに市長に報告しなければならない。 

⑴ 補助事業に係る請負契約書又はこれに代わる書類の写し 

⑵ 補助事業に要した費用を支出したことを証する領収書の写し 

⑶ 下請契約に係る契約書又はこれに代わる書類の写し（第７条の規定に適合する工事施工

者が下請負人のみである場合に限る。） 

⑷ 補助事業の着手前及び完了後（隠ぺい部については施工中）の状況を示す写真（補助対

象工事部位ごとの写真） 

⑸ 使用した材料等の出荷証明書又は納品書の写し若しくは工事施工者が発行する工事内容

証明書（第６号様式） 

⑹ その他市長が必要と認める書類 

（補助金交付額の決定） 

第１５条 市長は，補助金の実績の報告が提出された日から３０日以内に条例第１９条の規定

による補助金の交付額を決定し，補助事業者に通知するものとする。ただし，同期間内に交

付額の決定ができない合理的な理由があるときは，当該期間を延長することができる。 

（請求） 

第１６条 前条の規定による補助金の交付額の決定の通知を受けた補助事業者は，当該通知を

受けた日から３０日以内に補助金請求書（第７号様式）により補助金の請求を行わなければ

ならない。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１７条 市長は，次の各号のいずれかに掲げる事情が生じたときは，補助金の交付の決定の

全部若しくは一部を取り消し，又は交付予定額若しくは交付額を変更することができる。 

⑴ 補助対象住宅について建築基準法その他の法令の違反の事実が明らかとなったとき。 

⑵ 補助事業者が補助事業を実施しなかったとき。 

⑶ 補助事業者が第１３条第１項の規定による申請を怠ったとき。 

⑷ 補助事業者から第１３条第２項の規定による補助事業の中止又は廃止の届出があったと

き。 

⑸ 補助事業者が第１２条の規定による補助事業の履行期間を過ぎても第１４条の規定によ

る実績報告書を提出しなかったとき。 

⑹ 補助事業の完了後居住の用に供しなかったと認めるとき。 



⑺ 補助事業の実施内容が適当でないと市長が認めたとき。 

⑻ その他この要綱に定める補助要件を欠くに至ったとき。 

２ 市長は，前項の規定による取消しをしたときは，当該補助事業者に対し，速やかに，その

旨を通知するものとする。 

（事務委託） 

第１８条 市長は，交付申請その他補助金の交付に関する事務を適当と認める者に委託できる

ものとする。 

（報告の徴収） 

第１９条 市長は，補助事業の実施状況等の確認に必要な限度において，補助事業者又は工事

施工者に対し，当該補助事業の実施状況等に関し，報告をさせることができる。 

（補則） 

第２０条 この要綱の施行に関し必要な事項は，都市計画局住宅室長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２６年４月１４日から施行する。 

 

附 則（平成２６年１１月７日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２６年１１月１７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１０条第２項の規定による事前協議

済通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 

 

附 則（平成２７年２月１２日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２７年２月１２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１１条第２項の規定による事前協議

済通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 

 

附 則（平成２７年４月１日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２７年４月１３日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１１条第２項の規定による事前協議

済通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 

 

附 則（平成２７年１０月２２日決定） 

（施行期日） 



１ この要綱は，平成２７年１０月２３日から施行する。 

 

附 則（平成２８年４月５日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２８年４月１１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１１条第２項の規定による事前協議

済通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 

 

附 則（平成２９年４月５日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年４月５日から施行する。 

 

附 則（平成３０年３月３０日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成３０年３月３０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１１条第２項の規定による事前協議

済通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 

 

附 則（平成３１年３月２２日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成３１年４月８日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１１条第２項の規定による交付決定

通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 
 

附 則（令和２年３月２３日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和２年４月１０日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月３１日決定） 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和３年４月１２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に，この要綱による改正前の第１１条第２項の規定による交付決定

通知を受けた補助事業については，なお従前の例による。 
 

 


